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国民負担率とは 

国民負担率は、次の式で定義される。 

(租税負担＋社会保障負担)÷(国民所得) 

これは個人や法人が生み出した付加価

値を、どれだけ公的部門が徴収している

かを表しているほか、経済規模に対する

公的部門の大きさを示している。 

また国民負担率のほかに、潜在的国民

負担率という概念もある。国民負担率は

公的支出を租税と社会保障の負担で全て

賄うという均衡財政を前提としており、

財政赤字が考慮していない。しかし、財

政赤字は将来世代が増税などで負担する

ことから、「潜在的な」負担と言える。そ

こで潜在的国民負担率は、国民負担率の

分子に財政赤字を加えたものとして定義

される。 

 

日本の推移と国際比較 

図表 1 には日本の国民負担率と潜在的

国民負担率の推移を示した。これを見る

と国民負担率は 40％前後、潜在的国民負

担率も 08 年度までは 50％弱で安定的に

推移していたことが分かる。また図表 2

には他の先進国との比較を示したが、低

負担低福祉の米国よりは高いものの、高

負担高福

祉の欧州

各国より

は低い水

準になっ

ており、

中負担中

福祉型の

国家と言えそうだ。 

国
国民負担率

(％）
潜在的国民
負担率（％）

日本 38.6 52.1
米国 32.5 45.6
英国 46.8 58.8
ドイツ 52.0 55.7
フランス 61.1 69.1
スウェーデン 59.0 60.0

図表2　国民負担率の国際比較

（資料）財務省・OECDホームページ、日経NEEDS

（注）日本は08年度、その他は08年。

 

必ずしも国民の負担感と一致しない 

 ただし国民負担率は次のような問題点

がある。 

 第一に、国民負担率の分母である国民

所得には直接税は含まれる一方で間接税

が控除されているため、直間比率の違い

が国民負担率に影響を及ぼす点である。

このため国際比較では国民所得ではなく、

間接税を控除する前の GDP を用いる場合

もある。 

 第二に分子の公的負担を租税と社会保

障の負担に限定している点である。国に

よっては公共サービスの一部を民間が提

供しており、この費用負担は国民負担率

の分子には含まれない。このため国際比

較にあたっては調整が必要である。 

 第三に公的支出のプラスの側面を考慮

していない点である。租税や社会保障の

負担は公共サービスの財源となり、国民

に還元される。このため国民負担率が高

いことが、すぐに負担が重いことを意味

しない。 
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図表1 国民負担率の推移

国民負担率

潜在的国民負担率

（資料）財務省「国民負担率（対国民所得比）の推移」

 このように、国民負担率は指標作成が

容易である一方、解釈については注意が

必要である。 
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